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「中道・実用」路線の強調と経済の回復
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概　　況
2009年の国内政治はメディア法をめぐる対立で幕を開けた。前年から続く盧武

鉉前大統領にまつわる不正資金疑惑の捜査は2009年にも続行された。 4月30日に
は盧前大統領が検察に呼び出されて調査を受けたが， 5月23日に盧前大統領が自
殺，不正追及は幕切れとなった。年後半にかけて李政権の政策基調は「中道・実
用」路線に移り，支持率が異例の上昇を見せた。年末にかけては世宗市計画の修
正や 4大江整備事業などをめぐって与野党対立が激化した。
経済は，年初の沈滞とその後の「V字回復」に特徴づけられる。原油価格下落

がもたらした400億㌦を超える貿易黒字がマクロ経済を支えた。アジア通貨危機
並みの強い危機感を持った政府は景気刺激策を次々と繰り出し，年前半の景気底
割れを防いだ。年後半には民間主導の内需回復が鮮明となった。ただし，経済回
復の恩恵は大企業や輸出産業に偏在する傾向があった。また，マクロ経済回復は
雇用増加をもたらしてはおらず，一般国民にとっては実感しにくいものとなった。
南北関係は年前半に停滞し，開城工業団地の閉鎖が危惧された。南北間の通行

遮断と，現代峨山社員の抑留により同団地から撤退する企業も出た。しかし，北
朝鮮は年後半になると通行遮断を解除するなど融和的な態度を見せ始めた。日本，
アメリカはそれぞれ政権が交代したが，首脳会談を通じて同盟関係を一層強化し，
信頼関係を構築した。韓国は，2009年はアジアに重心を移した「新アジア外交構
想」を掲げ，李大統領が東南アジアや中央アジアを歴訪した。

国 内 政 治

盧前大統領をめぐる不正資金疑惑
2008年から持ち越した国内政治上の懸案のうち，最も大きなもののひとつは盧

2009年の韓国
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武鉉前大統領をめぐる不正資金疑惑であろう。韓国では歴代大統領の退任後，本
人または周辺人物による不祥事が発覚することが通例となってきたが，盧前大統
領の場合も悪しき前例を繰り返す結果となった。
盧前大統領をめぐる不正資金疑惑の核心にいたのが，前大統領の有力後援者で

あった朴淵次・泰光実業前会長である。「朴淵次ゲート」と総称される諸工作で，
朴前会長は盧前大統領との親しい交友関係を誇示しつつ相手方への働き掛けを
行っていた。公判に持ち込まれた事件の中から代表的なものを挙げるだけでも韓
国農協を舞台とする株売買，脱税とそれと関連した税務調査のもみ消し，政官界
への不正資金提供などがある。2009年に入ってからは韓国農協関連の株売買と脱
税についての朴前会長と盧前大統領の実兄盧建平氏に対する裁判が進む一方，盧
前大統領をめぐる不正資金疑惑の全貌解明が検察によって進められた。
捜査の過程で，朴前会長の政官界への不正資金提供が明らかになった。政官界
への金品提供先は，大統領府秘書官や元国会議長，中央官庁の次官，与野党の国
会議員，警察庁長，高検検事など，極めて多方面にわたった。これらの資金提供
の一部は，資金受領側の業務との関連性を認定されて贈収賄とされたほか，その
他の政治家向けの資金提供については政治資金法違反が問われた。
3～ 4月には盧前大統領とその家族に捜査の焦点が絞られた。このころ，朴前

会長が盧大統領側に渡したとされる600万㌦のうち，鄭相文元大統領府秘書官を
通じたとされる100万㌦の行方が焦点となっていた。そうした中， 4月 7日に鄭
元秘書官が逮捕されると，盧前大統領は自身のウェブサイトに，権良淑夫人が鄭元
秘書官を通じて朴前会長から金を受け取ったことを認める謝罪文を掲載した。こ
れに伴い，盧前大統領とその家族に直接捜査が及ぶことが不可避の状況となった。
権良淑夫人や長男盧建昊氏など近親者への調査を経て，ついに検察は盧前大統

領に対して出頭を求めた。 4月30日，盧前大統領は朴前会長からの合計600万㌦
に上る包括的収賄の被疑者として検察の事情聴取を受けた。

疑惑追及の悲劇的結末：盧前大統領の自殺
盧前大統領が検察の事情聴取を受けたあと，長女への資金供与など新たな疑惑

が浮上したが，盧前大統領は一貫して自身の関与を否定した。そんな中，悲劇は
起こった。 5月23日，朝の散歩に出かけた際に盧前大統領は警護官の隙をみて慶
尚南道金海市烽下の自宅裏山から投身，死亡した。盧前大統領の自殺を機に，国
内には追悼ムードが広がった。検察には，無理な捜査を行ったのではないかとの
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批判が寄せられた。結局，不正資金疑惑のうち盧前大統領本人に対しては，被疑
者死亡により「公訴権なし」とされた。これに伴い，権良淑夫人や盧建昊氏など，
家族，近親者に対する追及も終結した。検察は 6月12日に朴淵次ゲートの捜査結
果を発表，21人を訴追した。これにより，前職大統領の不正資金疑惑の捜査は終
結した。盧前大統領の葬儀は 5月29日までの国民葬として執り行われた。

中道・実用路線の強調
8 月15日の光復節慶祝辞で李大統領は，「分裂や葛藤などを越え，和合と統合

の求心力を生み出すには中道実用の道を歩むべき」とし，中道・実用路線への移
行を明確にした。「中道」や「実用」の具体像は必ずしも明確でないが，政策動
向を見る限り「中道」とは理念的対立に折り合いをつけ，多様な考えを持つ人々
を和合させることであり，「実用」とは人事配置の適材適所や経済重視，ことに庶
民向け経済対策重視のような「中道」実現のための具体策を指すものと見られる。
李大統領が中道・実用路線を強調するに至った背景として，大きく 2つの要因

がある。第 1は国家経済的な側面である。労使対立による生産低下，あるいは企
業の賃金抑制による消費委縮，中小企業の苦境などの現状を踏まえ，階層間対立
をなくし，経済的弱者へ配慮することで経済の潜在的能力を発揮し，世界同時不
況後の難局を乗り切ることを狙った。第 2は国内政治的な側面である。2008年 5
～ 6 月にかけ，アメリカ産牛肉輸入に反対する大規模集会が頻発した。李大統領
への支持率は一時 2割を下回るに至り，李大統領は民衆の力の恐ろしさを知った。
そこで，庶民向け対策を打ち出すことで自身への求心力を回復させようと狙った。

中道・実用政策の展開：庶民向け政策と和合人事
政策基調が中道・実用路線へ移行するに従い，それに沿った対策が続々と打ち

出された。経済政策では，庶民向け政策の発表が相次いだ。年初の追加更正予算
で雇用対策として打ち出された公共勤労制度「希望勤労プロジェクト」が 6月に
始動したのを始め，年末に可決された2010年度予算案もその目玉のひとつは福祉
対策である（詳細は「経済」の項を参照）。庶民向けの経済政策は「中道・実用」
強調の前から住宅供給対策や非常時経済対策などの形で行われてきたが，2009年
中盤以降にこれらの政策が補強され，改めて打ち出されていることが特徴的であ
る。
政府要人人事にも「中道・実用」の影響が見られる。2009年は李大統領にとっ
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て政権担当 2年目に当たる。 2月には企画財政部長官のほか，統一部長官，国家
情報院長などが交代した。 9月には首相が交代したほか，国防，知識経済，労働，
女性，法務部の長官が交代した。多くの重要ポスト交代があった2009年の要人人
事は，政権にとって中盤期の陣容固めという重要な意味合いを持つ。だが，それ
ぞれの事例を吟味すると経済・国民生活重視，多様な意見の受容という「中道・
実用」と重なるキーワードが浮かび上がる。経済重視については， 2月人事で企
画財政部の長官に金融政策のプロである尹増鉉元金融監督委員会委員長を据えた
ことが挙げられる。また， 9月人事では知識経済部長官に財政通の崔炅煥議員が
任命されたほか，労働部・女性部の長官が交代するなど，国民生活に直結する部
署へのテコ入れがみられた。多様な意見の受容という点では， 9月人事の目玉と
なった鄭雲燦前ソウル大総長の首相起用が挙げられる。2007年の大統領選では，
李明博大統領の対抗馬として名前が挙がったことがあった。また，鄭前総長は，
李大統領が掲げる大運河構想， 4大江（漢江，洛東江，錦江，栄山江の 4大河川）
整備事業，構造改革などの主要政策を批判してきた硬派の経済学者でもある。今
回の鄭前総長の首相起用には，考えは違えども，能力ある適材を適所に配置しよ
うとの李大統領の意向が見える。
ほかにも社会の和合を目指す李大統領の意向が窺える出来事があった。 5月の

盧前大統領の死去ののち，李政権は前大統領とその家族に対する疑惑追及を放棄，
国民葬で葬送した。これについては，「苛烈な捜査が前大統領を死に追いやった」
との批判と，その反対に「不正に対する微温的処置」との批判があった。しかし，
死者を鞭打たず，遺族を極限まで追い詰めないことで進歩勢力に配慮したことを
評価する向きもある。同様のことは進歩勢力の精神的支柱である金大中元大統領
の死去に際しても見られた。金元大統領の葬儀は遺族の要望に沿って朴正熙元大
統領以来となる国葬とされた。2009年に相次いで死去した進歩性向の大統領歴任
者を保守勢力に属する李政権が一定の礼節をもって見送ったことは，激烈な対立
を避ける中道・実用路線のひとつの実践と見ることができよう。

任期中盤での政権支持率回復
韓国において政権への支持率は，在任年数とともにいわば「L字型」に低減し，

通常は任期途中で大きく反騰することはなかった。しかし，2009年における李政
権支持率の動きはこれまでとは違っていた。リアルメーター社の調べによれば，
10月15日現在の李政権への支持率は43.9％に達した。年初の 1月 7日には支持率
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が22.5％に過ぎなかったことを考えると，注目すべき支持の広がりと言える。支
持率は年末までほぼ 4割を維持した。
支持率の動きを仔細にみると， 9月前半に 9ポイント以上の大きな回復がみら

れる。この異例の支持率回復の背景には，実体経済の回復と「中道・実用」路線
の浸透がある。この時期には経済は V字回復の様相を呈し始めたが，これを李
政権の経済政策の功績として評価する向きが増えた。就任 2年目にして「経済大
統領」（選挙期間中のキャッチフレーズ）本来の評価を得るに至った形である。ま
た， 9月は庶民向け政策が出そろった時期でもあった。これらのほか，盧前大統
領の遺族に対する捜査中止，盧前大統領に対する国民葬，金元大統領に対する国
葬受け入れなどの進歩勢力との和解努力や， 8月以降の対北朝鮮関係での現実路
線， 1月の竜山再開発住民の籠城惨事に見られるような行き過ぎた進歩的主張へ
の支持減少などが李政権への支持回復につながったものとみられる。

与党内に深い溝：ハンナラ党への支持は盤石ならず
李政権への支持は広がったが，与党ハンナラ党への支持は伸び悩んだ。このこ

とは， 4月と10月の国会の再・補欠選挙等でハンナラ党が敗北を喫したことに表
れている。ことに， 4月29日の選挙ではハンナラ党の獲得議席はゼロであった。
ハンナラ党の伸び悩みの背景のひとつとして考えられるのが党内の不和である。

2008年の第18代総選挙の際，朴槿恵元代表に近い議員らが軒並み非公認となって
多くが離党したが，ハンナラ党が過半数をかろうじて超える薄氷の勝利となると，
執行部が当選した親朴議員らを再び迎え入れた経緯がある。このためハンナラ党
内では多数派の親李派と少数派の親朴派の間に今も深い溝がある。後述する世宗
市問題をめぐっては原案通りの推進を求める朴氏や忠清道出身議員らと政府部署
移転の撤回を目論む執行部との間の対立が表面化している。

与野党対立案件：政権側からの和解ムードの一方で
2009年には政権サイドから各界との和解が強調されたが，それでも与野党対立

案件は存在した。メディア法，世宗市問題， 4大江整備事業などがその例である。
年前半での与野党対立案件の代表例としてはメディア法改正が挙げられる。メ

ディア法は，新聞法や放送法などメディア関連諸法の総称で，2008年12月に与党
ハンナラ党が改正案を国会に提出した。与党案のポイントは，大企業と新聞社の
放送事業参入を認め，メディア経営の強化を図るところにある。1980年に軍事政
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権が言論統制の目的でメディア統合を行って以来，新聞社による放送局経営は禁
止されてきたが，ハンナラ党の改正案はこのような軍事政権下での統制の名残を
除去しようという試みでもあった。野党や放送局，および放送労組は，メディア
法改正で大企業と新聞社が放送局を支配する事態を懸念，法改正に強く反対した。
放送局が李政権に概して批判的なことや，李政権が2008年のアメリカ産牛肉輸入
反対運動によって窮地に立つ契機となったのが文化放送（MBC）の報道番組「PD

手帳」だったという経緯もあり，野党・放送局側にはメディア法改正が権力によ
る放送局つぶしと映った。民主党はメディア法改正を阻止するため，2008年12月
から2009年 1 月にかけてと， 2月の 2度にわたって国会本会議場を占拠した。
メディア法を巡る国会空転で国民生活関連法案の処理に支障をきたしたため，

与野党は国会内に「メディア発展国民委員会」を設けて論議することに合意した。
しかし，議論の最終段階で世論調査実施をめぐる対立から野党民主党が同委員会
での議論から離脱，ハンナラ党案を土台とした最終報告書が出された。 7月22日，
国会は新聞法，インターネットマルチメディア放送事業法（IPTV法），放送法の
「メディア 3法」を強行採決のうえ可決した。
改正されたメディア法では市場占有率が20％以上の新聞社には地上波テレビの
兼営や株式所有が禁じられるが，これに抵触する新聞社はなく，大企業や大手新
聞社は持株比率10％を限度に地上波テレビの経営・所有が可能となった。ただ，
地上波テレビがデジタル化される2012年末までは，新聞社・大企業や通信社が地
上波放送の最大出資者や経営権を実質的に支配できないよう制限された。
世宗市問題は年後半における主要イシューのひとつとなった。世宗市は盧前大

統領が2002年に大統領選で公約した首都移転先として開発準備が進められたが，
2004年の違憲判決により同市への政府部署移転は規模が縮小されることとなって
いた。2008年に当選した李大統領は政府部署移転規模が縮小された世宗市開発案
（原案）をそのまま施行する予定であったが，2009年 9 月以降，行政都市機能のさ
らなる縮小が議論されるようになった。議論の口火を切ったのは同月に就任した
鄭雲燦首相であった。鄭首相は指名が内定した 9月 3日に「世宗市計画は非効率
的で原案通りの施行はできない」と発言した。その後，李大統領や鄭夢準ハンナ
ラ党代表も世宗市計画修正を打ち出した。一方，朴槿恵ハンナラ党元代表は10月
23日に「世宗市計画は原案プラスアルファで施行すべき」と発言，与党内での世
宗市をめぐる意見相違が表面化した。しかし，内部の異見を抱えたまま与党ハン
ナラ党執行部による世宗市計画修正方針は固まっていき，11月27日には李大統領
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が計画修正を明言した。行政都市機能を大幅に縮小した世宗市は，先端産業，高
等教育，研究などに重点を置く経済都市として再定義される見通しである。
4大江整備事業も世宗市計画とともに年後半の主要イシューとなった。この事

業は， 1月 6日に政府が打ち出したグリーン・ニューディール政策の中心的存在
で，韓国の 4大河川を対象とする一大事業である。水害予防，水資源確保などの
伝統的目標の他，余暇活用・観光振興と関連した「グリーン生活空間の創造」な
どが目指され，さらには地域経済の活性化と国家発展の拠点づくりが目論まれて
いる。この事業に対しては，李大統領が選挙公約としながらも強い反対に遭って
断念した「大運河事業」の縮小版ではないかとの根強い批判がある。また，大運
河事業への反対理由としてされた環境破壊，景気浮揚効果への疑念，予算浪費，
災害防止機能への疑念などがそのまま 4大江整備事業に対しても指摘されている。
野党民主党は 4大江整備事業の中止を求めている。
4大江整備事業の総予算は2009～2012年の 4カ年で総額17兆㌆（基本事業ベー

ス， 6月のマスタープラン）に達する。マクロ経済の沈滞が深刻であった年初に
は，大きな景気刺激効果を持つこの事業への反対はそれほど強くなかったが，景
気が底打ちし，2010年度予算が議論され始めた秋口から賛否両論が交錯するよう
になった。年末の2010年度予算案の審議過程では，審議遅延を防ぐため与野党間
の争点だった 4大江整備事業関連支出が予算本体からいったん分離された。しか
し，予算の年内成立を目指す与党ハンナラ党は12月31日に 4大江整備事業予算
（ 4兆8602億㌆）を含む予算案（総額292兆8159億㌆）を一括して単独採決した。 4
大江整備事業に関する与野党の見解差は埋まらないまま越年した。

経 済

世界同時不況に伴う落ち込みとその後のV字回復
韓国銀行の発表によれば，2009年の実質 GDP（国内総生産）成長率は0.2％で，

2009年の2.2％からさらに減速した。2008年秋以降の世界同時不況の影響が2009
年になって顕在化したといえる。とはいえ，OECD各国が軒並みマイナス成長
を記録するなか，韓国経済は縮小均衡的ながらもひとまずプラス成長を確保して
おり，比較的早く回復過程に入ったものと評価できよう。
2009年年初の韓国経済は2008年秋以来の不況が続いた。第 1四半期の輸出と設
備投資は不振を極め，景気の先行きに対しては悲観的観測が支配的であった。こ
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の時期，通貨危機説も再燃した。これに対して政府はアジア通貨危機並みの危機
感をもって後述のような景気対策を打ち出し，景気底割れを防いだ。第 2四半期
以降は，世界経済の緩やかな回復傾向が明らかになる中で輸出が回復，先行きの
見通しを明るくした。さらに，輸出企業の好調が設備投資に波及する好循環が現
出した。四半期別成長率の推移は「V字回復」の軌跡を描いた。第 4四半期の成
長率は0.2％に下がり，過度の楽観を戒めた形ではある。だが，同期の他指標を
みると，稼働率はフル稼働に近い80％付近を維持し，鉱工業生産や機械受注など
が堅調に推移したことから，生産回復が投資を増やすという流れは継続している
とみられる。
2009年の国民総所得（GDI）は原油価格下落に伴う交易条件好転のため1.6％と，

GDPより高い伸びを見せた。ただし，ウォン安のためドル建ての 1人当たり
GDIは 1万7000㌦程度にとどまる見通しである。

内需：縮小傾向が鮮明，後半には薄日
消費，投資など内需の2009年における成長率はマイナス4.2％で，成長の下押

し要因となった。年前半には政府の景気対策が底割れを防いだ感があるが，年後

表 1　経済活動および支出項目別国内総生産成長率
（2005年価格，前期比，単位：％）

年間 2009年
2008 2009 第 1 四半期 第 2四半期 第 3四半期 第 4四半期

国内総生産（GDP） 2.2 0.2 0.1 2.6 3.2 0.2
非農林漁業 2.1 0.1 0.1 2.8 3.2 0.2
農林漁業 5.5 1.6 -0.1 -1.7 4.9 1.0
製造業 3.1 -1.8 -3.4 8.9 9.8 -1.3
建設業 -2.4 1.9 5.9 -0.2 -0.5 -1.4
サービス業 2.5 1.0 0.3 1.1 0.7 1.0
民間消費 0.9 2.0 0.4 3.6 1.5 -0.1
政府消費 4.2 4.9 3.7 1.1 -0.8 -2.9
設備投資 -2.0 -8.9 -11.2 10.1 10.4 4.7
建設投資 -2.1 3.1 5.2 1.7 -2.0 0.0
在庫増減 0.7 -4.8 -3.3 -2.1 2.8 1.0
財貨輸出 4.1 -0.6 -3.4 14.7 5.2 -1.8
財貨輸入 4.6 -8.5 -6.2 7.4 8.6 -2.5
内需 1.4 -4.2 -2.6 1.3 4.1 1.0
国内総所得（GDI） -1.2 2.1 0.1 5.4 0.7 1.6
（注）　数値はすべて暫定値。2009年の四半期別数値は季節調整後の値である。在庫増減につい

ては GDPに対する成長寄与度を表す。
（出所）　韓国銀行「2009年第 4四半期および年間実質国内総生産（速報）」，2010年 1 月26日。
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半には民間主導の自律的回復の色彩が強まり，内需は次第に増勢を強めていった。
年後半の内需加速を主導したのは設備投資であった。設備投資は先行き不透明

のため第 1四半期には11.2％減少したが，老朽車買換えのための税制支援の効果
が第 2四半期以降本格化したほか，年後半には輸出活況の恩恵を受けた半導体産
業向け装備の伸びも加わった。第 2， 3四半期の設備投資の伸びは 2ケタを記録
した。一方，建設投資は第 1四半期に5.2％伸びた後は低迷した。2009年の建設
投資を支えたのは土木，公共部門であり，民間部門からの受注は縮小傾向が続いた。
消費においても設備投資の場合と同様，官主導の成長から民間主導の成長へと

移行する図式がみられた。景気対策として政府が予算の早期執行に努めたことか
ら第 1四半期の政府消費は3.7％増加したが，それ以後は民間消費の方に高い伸
びがみられるようになった。民間消費の伸びをみると，耐久消費財，ことに乗用
車の伸びが著しく，第 3四半期における自動車販売は前年同期比29.7％伸びた。
これは老朽車（自家用車）買換えのための税制支援のためとみられる。一般勤労者
の賃金収入が伸び悩み，非耐久・準耐久消費財の伸びは低調であった。業態別に
は百貨店や専門小売店など，富裕層消費を象徴する業態での伸びが目を引いた。

輸出入および国際収支：縮小均衡ながらも大幅な貿易黒字
関税庁の発表によれば，2009年の輸出は3635億㌦（通関，前年比13.9％減），輸

入は3231億㌦（同25.8％減）と，いずれも前年に比べ縮小したが，貿易黒字は史上
最高の404億㌦に上った。輸入縮小がこの巨額の貿易黒字の立役者であるが，こ
のような図式はアジア通貨危機当時の1998年と同様である。ただし，当時と違う
のは，2009年の輸入縮小の主因が原油代金の減少によるという点である。
輸出の内訳をみると，商品別には船舶（前年比3.7％増），液晶デバイス（同

26.5％増）が好調で，半導体（同2.7％減）も善戦した。一方，乗用車，鉄鋼，無線
通信機器（携帯電話を含む）などの主力商品は不振であった。地域別には先進国向
けが不振な半面，途上国向けが善戦し，特に中国向けは5.1％の減少にとどまった。
輸入の内訳をみると，原油輸入の減少（前年比40.9％減）が特筆される。原油代金
削減で節約された外貨は351億㌦で，同年の貿易黒字額に比肩する。
通関基準の国・地域別貿易収支は，中国が325億㌦の黒字（前年比180億㌦改善），

中東が376億㌦の赤字（同374億㌦改善）が目立つ。また，長年の不均衡が問題化し
ている対日貿易収支は277億㌦の赤字で，50億㌦の改善を見た。
国際収支をみると，特筆されるのは資本収支の大幅な黒字である。とりわけ証
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券投資の巨額の入超（507億㌦）は2009年における株式市場活況の原動力となった。
春の通貨危機説が下火になると，今度は韓国経済が世界同時不況の影響から比較
的早く立ち直り始めたことが評価されるようになった。そこで，行き場を失って
いた海外の投資資金が韓国に集まったことが証券投資入超の背景にある。

3 月の危機説と為替レート
2009年初頭における景気沈滞は，韓国経済に対する海外の悲観的見方を醸成し

た。2008年秋の危機説と同様，イギリスを中心とする外信が韓国の短期対外債務
残高が外貨準備高を上回ることを指摘，韓国通貨危機説が 3月にかけて再燃した。
年初来300ベーシス・ポイント台で推移したドル建て韓国国債への加算金利が 3
月末には533ベーシス・ポイントに跳ね上がった。だが，韓国の貿易収支が黒字
に転じたことや，政府の積極的な景気対策の効果が出始めたこと，30億㌦の外貨
建て韓国国債の発行に成功した（ 4月 9日）ことなどで，危機説は下火となった。
加算金利も縮小し，2009年末には59ベーシス・ポイントまで下がった。
為替レートは危機説の消長とほぼ連動した動きを見せた。ウォンは， 3月 2日
に 1㌦＝1570㌆の最安値を付けた後徐々に増価したが，年平均のレートは 1㌦＝
1276.3㌆と，前年比13.6％減価した。春以降，対円レートはほぼ 1円＝13㌆程度
で推移した。2009年のウォン安は輸出業者のウォン手取り増加に貢献した。

企業経営，各産業の動き
年初の景気沈滞は企業経営実績にも爪痕を残した。韓国上場会社協議会による
と，2009年第 1～ 3四半期の12月決算会社営業実績は，売上額が0.97％減，営業
利益は22.75％減となった。韓国銀行が発表している産業別業況調査をみると，
自動車産業の急速な活況化が目を引く。 1月には景気沈滞のために各産業の中で
最低の業況指数（15）を記録したが，老朽車買換え支援の税制優遇の恩恵を最大限
に受け，年末には各産業中最高の業況指数（106）を記録した。この間の業況の改
善は内需市場の販売増によるところが大きい。このほか活況が目立つ産業として
は精密（液晶デバイスなど），化学などがある。 3月以降は大企業と輸出企業が先
行して景気好転の恩恵に浴した。このほか，韓国銀行の業況調査には表れないも
のの，半導体の健闘が伝えられている。世界的な携帯用コンピューター需要の高
まりなどに支えられてメモリ価格が上昇，サムスン電子やハイニックスなどの半
導体大手が年後半において好業績を残している。
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雇用・労働：マクロ経済の回復にもかかわらず，動きは鈍い
2009年後半の内需好転は雇用・労働へ本格的に波及することはなかった。この

ため，一般勤労者にとって2009年の景気回復は実感に乏しいものとなった。統計
庁の発表によれば，2009年の就業者数は2351万人で，前年比 7万2000人減少した。
後述の「希望勤労プロジェクト」を通じた公的雇用が雇用の大幅減少を防いだと
は言えるが，雇用数を純増させようという政府の当初目標は達成されなかった。
失業率も3.6％と，前年比0.4ポイント上昇した。厳しい経営の現状を反映して，
企業は人件費削減の方針を変えていない。ポスコ，サムスン，LG，現代自動車
など業績回復が伝えられる大手グループを除くと採用増は望みにくい情勢である。
賃金も伸び悩んでいる。労働部調査によれば，100人以上事業所のうち，2009年
に賃金据え置きもしくは引き下げたのは45.1％で，平均賃上げ率は1.7％にとど
まった。中小企業ではさらに状況は厳しく，賃下げの事例も多かった。

経済政策：危機対応・景気対策から「中道・実用」具現へ。成長動力にも配慮
2009年初頭の経済政策の焦点は，世界同時不況に伴う景気後退への対応であっ

た。新年慶祝辞で李大統領は自らの政府を「非常経済政府」と標榜した。当時韓
国のおかれた状況をアジア通貨危機並みの非常時ととらえて，積極的な対策を
打っていくとの決意表明であった。打ち出された政策は金融緩和，雇用創出，自
動車購入支援，中小企業対策，公共事業，構造調整など，広範囲にわたった。ま
た，2009年度予算のうち，約 6割が上半期に執行され，景気浮揚に役立てられた。
金融緩和は，2008年に引き続き行われた。 1月と 2月の 2度にわたって韓国銀

行基準金利が引き下げられ，同金利は年初の 3％から 2％に下がった。雇用創出
の代表的施策は，「希望勤労プロジェクト」である。このプロジェクトは 3月23
日決定の追加更正予算案に 2兆㌆，40万人規模の雇用対策として盛り込まれ， 6
月 1日から雇用が開始された。雇用対象は低所得層で，公益業務を割り当てた。
このプロジェクトは雇用の縮小防止に一定の効果があったと評価されている。
自動車購入支援策としては，2008年12月に始まった老朽車（1999年以前の登録）

を新車に買い換える際の個別消費税（物品税）30％免除が 6月末まで継続されたほ
か， 5月 1日からは老朽車の新車買い換えに対して取得税と登録税の70％が免除
された。この優遇策は2009年における自動車産業の活況とマクロ経済の下支えに
貢献したと評価されている。中小企業対策としては，ローン保証の満期延長があ
げられる。 2月12日の非常経済対策会議で，信用保証機関の中小企業向け保証の
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うち，2009年に満期が到来する34兆㌆について満期延長の措置が取られることが
決まった。公共事業としては， 1月 6日に発表された「グリーン・ニューディー
ル事業」があげられよう。これは2012年までの 4年間に50兆㌆の巨費を投じてエ
ネルギー・環境改善事業など行うものであるが，その中心は国内政治の項で言及
した大規模公共事業の「 4大江整備事業」である。一方，経営不振企業に対する
構造調整も進められた。2008年末には建設，造船産業に対する構造調整実施が決
まっており， 1月から 3月にかけては対象企業の選別が行われた。
年後半になると，経済の上向き基調が明確となり，経済政策の基調も危機対応

的な景気刺激策から李大統領の掲げる「中道・実用」路線に沿った庶民向け政策
へと移った。 8月15日の光復節の演説で李大統領は「庶民には温かく，中産層を
より厚くする政策を進める」と述べている。主要な庶民向け政策を挙げると，マ
イホーム供給，新型奨学金，マイクロクレジット（低所得層を対象にした少額融
資）などがある。また，2010年度予算における福祉・国民生活重視も注目される。
マイホーム供給策は 8月27日に国土海洋部が発表した。この政策は2008年 9 月

に発表された原計画を拡張したもので，グリーンベルト（緑化地域）内の住宅建設
戸数を12万戸から32万戸に増やした。新都市の20万戸，都心地域の 8万戸供給は
そのまま維持された。都心地域の 8万戸については，周辺の相場に比べて50～
70％の価格で売り出すこととなり，「半額アパート」とも呼ばれている。建設不
況にもかかわらず首都圏在住者の間での関心はかなり高いようである。新型奨学
金は，「就業後償還学資金貸出制度」と呼ばれ， 7月30日に導入が発表された。
従来の枠組みとは違って，就業できない期間の償還義務はなく，不払い時の場合
も不履行者指定を受ける不利益を被らないなど，学生側に有利な条件となってい
る。青年失業が深刻となる中，従来の奨学金では就職できなかった卒業生にまで
返済が求められていた。マイクロクレジットについては，政府がその設立を 9月
17日に決定した。休眠預金を資金源として運営されている少額庶民金融財団を
「美少金融中央財団」に改組，信用等級の低い庶民向けに 2兆㌆の資金供給を目
指した。企画財政部は 9月28日に発表した2010年度予算案を「国民生活安定と未
来跳躍のための2010年度予算案」と銘打った。庶民生活安定策としては上記のよ
うな諸施策のほか，雇用確保策を続けることとした。福祉・保健分野への予算投
入額は史上最高の81兆㌆に上る。
ただし，庶民政策や景気安定策が行き過ぎると財政健全性を損なう，あるいは将

来の成長動力への対策が十分でないと国家経済がじり貧に陥る，といった批判に
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配慮し，政府は将来の成長動力開発にも意を用いた。新成長動力開発と R&D予
算の増加率は全体予算の伸び率（2.5％）を大きく上回り，それぞれ16.5％，10.1％と
なった。半導体や携帯電話などでの一応の成功を経験した韓国では，国際競争の
上での技術的優位の重要性が広く認識されるようになった。これに伴い，重要な
技術開発の成否に対する世論の反応は敏感になってきている。 8月末の韓国初の
宇宙ロケット羅老号の打ち上げ失敗は国民を大きく落胆させた反面，12月末のア
ラブ首長国連邦からの400億㌦に上る原子力発電所建設を受注すると，そのトッ
プセールスを自ら買って出た李大統領への支持率が一時上昇することもあった。

着々と進む FTA網構築
2008年秋以降，輸出増加の観点から自由貿易協定（FTA）交渉の加速が図られた

が，2009年にはいくつかの重要な成果が出た。韓米 FTAに次ぐ本格的 FTAとなる
韓 EU FTAが10月に仮署名された。EU側は韓国の輸出製品に対する関税払い戻
し制度の撤廃を最終段階まで求めたが，韓国側は制度の存置に成功した。政府は
韓 EU FTAについて2010年第 1四半期に正式署名，同年内の発効を目指している。
また，今後の有望市場であるインドとの FTA（韓印包括的経済連携協定＝韓印
CEPA）も 8月に署名された。同 CEPAは2010年 1 月 1 日に発効する。署名以来
2年が経過した韓米 FTAは韓米首脳会談のたびに批准促進に向けた言及がある
ものの，2009年にも実質的な進展がなかった。アメリカでの長引く不況と同国自動
車産業の不振がその主因である。11月の韓米首脳会談では，李大統領から自動車
についての再協議容認ともとれる発言があり，物議をかもしたことがあった。日韓
経済連携協定（EPA）については審議官級の交渉再開協議が粛々と続いたが，実質
的進展は見られなかった。韓中 FTAは産官学研究の最終報告書が2009年にも出
されず，政府間交渉開始という次のステップに移れずにいる。韓国側で韓中 FTA

への慎重論が高まっていることと関連があるものとみられる。一方，日中韓
FTAについては，民間研究から産官学研究への格上げが10月に決まった。 （奥田）

対 外 関 係

南北関係
朝鮮民主主義人民共和国（北朝鮮）は， 3月 9～20日に実施された韓米合同軍事

演習に抗議し，開城工業団地を往来する韓国関係者を足止めした。 3月30日には
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現代峨山の社員が，北朝鮮体制非難と北朝鮮側女性職員に対する脱北策動などの
疑いで北朝鮮に抑留された。 4月21日に北朝鮮の提案で行われた南北当局者間開
城接触で，北朝鮮は開城工業団地事業の賃金や土地使用など韓国側に与えていた
全ての特恵措置を再検討すると明らかにした。 5月15日に北朝鮮は，開城工業団
地の関連法規と契約の無効を一方的に宣言した。 5月25日に北朝鮮が第 2回核実
験を強行すると，翌26日に韓国政府は，それまで留保してきた大量破壊兵器拡散
防止構想（PSI）への全面参加を宣言した。 6月 8日には南北関係の悪化による注
文量の減少と身辺安全の不安により開城工業団地の入居企業が初めて撤退するこ
ととなった。 6月11日の第 1回開城実務会談で北朝鮮は，北朝鮮労働者の賃金を
従来の 4倍の月300㌦，土地賃借料を約30倍の 5億㌦に引き上げるよう要求した。
6月19日の第 2回開城実務会談では，抑留中の現代峨山社員の釈放や，労働者賃
金，土地賃貸料引き上げなどに関しては平行線をたどったが，北朝鮮側は，2008
年12月から続けてきた陸路通行と滞在制限措置を緩和する準備ができていると言
及し，融和の姿勢を見せた。韓国側からは，工業団地規範の確立，経済原理の追
求，未来志向的発展の追求という開城工業団地発展 3大原則を提案した。
情勢を大きく変化させたのは， 8月10～17日の玄貞恩現代グループ会長の訪朝

であった。訪朝 4日目の 8月13日には136日間にわたり抑留されていた現代峨山
社員が解放された。玄会長は訪朝中，北朝鮮の朝鮮アジア太平洋平和委員会と金
剛山観光の早期再開や陸路通行と滞在に関する制限の解除などの 5項目に 8月16
日に合意し，同日には玄会長と金正日総書記の会談が実現した。今回の合意を受
け，2008年12月 1 日から実施されてきた南北関係遮断措置が全面解除され， 9月
1日には京義線の陸路通行が正常化した。
李大統領は， 9月21日のアメリカの外交問題評議会，コリア・ソサエティー，

アジア・ソサエティー共催懇談会での演説および23日の国連総会の演説を通じて，
グランド・バーゲン（一括妥結案）を提議した。グランド・バーゲンとは，北朝鮮
の核をめぐる諸問題を一括で妥結させようという提案である。すなわち，北朝鮮
が核放棄の決断をするなら，経済協力だけでなく，安全保障も提供し国際支援を
本格化するというものである。グランド・バーゲンの提議の背景は，北朝鮮核問
題に部分的，段階的に接近することで，進展と後退を繰り返してきた過去の交渉
過程に対する反省にある。グランド・バーゲンは 8月15日の光復節慶祝辞で提示
された「朝鮮半島の新たな平和構想」の延長線上から出てきたものであり，「非
核・開放・3000構想」を基本として， 6カ国協議参加 5カ国との協議の過程で出
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された各国の意見を反映し作成された。

対日関係
李大統領は 9月23日，鳩山由紀夫首相と初の日韓首脳会談をニューヨークで開

き，両国関係や北朝鮮の核問題，主要20カ国・地域首脳会議（G20）等の共通懸案
を協議した。公式会談に先立ち，鳩山首相は「日本にとって韓国は最も近くて重
要な国。両国関係の発展を心から期待しており，政府としてもそのように考えて
いる」とあいさつした。李大統領は，「両国が互いに信頼と一番近い新しい関係
を築く努力をしていこう」と提案し，鳩山首相も，「民主党の新政権は歴史を直
視する勇気を持っている。建設的で未来志向の関係を築いていきたい」と答えた。
10月 9 日には鳩山首相との 2回目の日韓首脳会談がソウルの青瓦台（大統領府）
で開かれ，両首脳は，未来志向の関係を構築していくために様々な分野で緊密に
協力していくことで一致した。李大統領は会談直後の共同記者会見で，北朝鮮の
核問題に関して両国の見解を共有し，グランド・バーゲンに対して他の 6カ国協
議参加国と緊密に協議していくことを明らかにした。
鳩山首相は就任最初の外国訪問地として韓国を選び，「韓国は価値観を共有す

る重要な隣国関係であり，鳩山政権のアジア外交政策である『東アジア共同体』
構想の実現に一歩踏み出すことができる」という立場を表明した。在日韓国人の
地方参政権は時間をかけて検討していくことを伝え，天皇の訪韓問題については，
高齢や日程の問題で言及できないと述べた。

対米関係
4 月 2 日，李大統領とオバマ米大統領は，G20金融首脳会議が開催されたロン

ドンで初の韓米首脳会談を行い，金融経済危機の克服や韓米同盟，北朝鮮問題な
どについて意見を交換した。特に，北朝鮮のロケット発射に対しては，国連安保
理決議1718号に明確に違反するとの認識で一致し，国際社会との対応を通じ，強
力に対応していくことに合意した。
李大統領とオバマ大統領は 6月16日にホワイトハウスで首脳会談を行い，北朝

鮮の核を決して容認することはできないとの意見で一致するとともに，北朝鮮の
核・弾道ミサイルの完全廃棄に向けた協力と，アメリカの「核の傘」を含む拡大
抑止力の提供など対北朝鮮共同対応策で合意した。両国首脳はまた，韓米同盟を
未来志向的で包括的な同盟として発展させていくための「韓米同盟のための共同
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ビジョン」を採択した。これは，韓米同盟を軍事・安保分野から政治・経済・社
会・文化などの多方面に拡大し，東北アジアだけでなく，全世界の安全と平和に
寄与するという構想である。
アジア歴訪中のオバマ大統領は11月19日，ソウルでの歓迎式典の後，李大統領
と首脳会談を行った。両首脳はまず，「核の傘」と拡張抑止力を含む強固な韓米
安保態勢を再確認した。また， 6カ国協議を通じた完全で検証可能な北朝鮮の核
廃棄を求めることを再確認，李大統領が提示したグランド・バーゲンが必要との
認識でも一致した。アフガニスタン支援は，韓国が地方復興チーム（PRT）向け要
員増強と警護のための軍の再派遣を決めたことに対し，オバマ大統領は歓迎の意
を表した。両首脳は，朝鮮戦争開戦60年となる2010年に韓米両国の外交長官と国
防長官の 2者会談を開き，未来志向同盟の青写真を具体化することで合意した。
アフガニスタン支援では，12月 8 日，国防部はアフガニスタンの再建・復旧支

援のため派遣される PRTを警護するため，約320人の兵力を派遣することを決定
した。ハンナラ党は派遣同意案を国会に提出していたが，年内処理は見送られた。
アフガニスタンでは，2007年にターリバーンにより韓国人23人が拉致され 2人が
殺害されている。釈放の条件に韓国軍をアフガニスタンから撤収し，再派遣しな
いという交渉があったことから，今回の軍隊の派遣は約束違反であるとの警告
メッセージが，ターリバーンから韓国政府に送られた。

新アジア外交
2008年の「 4強外交（アメリカ，日本，中国，ロシア）」に続いて，李大統領は

2009年には「新アジア外交構想」を打ち出し，積極的に取り組んだ。「新アジア
外交構想」は，東南アジア，中央アジア諸国などに対する新たな包括的外交戦略
であり，経済だけでなく安保，文化，エネルギー，グリーン成長など多方面にわ
たる協力関係を構築するというものである。まず， 3月 2～ 8日のニュージーラ
ンド，オーストラリア，インドネシア訪問を皮切りに， 5月10～14日のウズベキ
スタンとカザフスタンへの訪問で，資源外交および経済協力を強化した。 6月 1
～ 2日には ASEAN 10カ国首脳を済州島に招請して「韓国・ASEAN特別首脳会
議」を開催した。これは韓国と ASEANの対話樹立20周年を記念するもので，李
大統領の就任後初めて国内で開催する多国間会議であり，「新アジア外交構想」
を具体化する契機となった。会議では，政治・安保，経済開発，社会・文化，人
的交流の分野で韓国と ASEANの未来志向的な協力関係や世界経済危機，エネル
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ギー協力，グリーン成長，気候変動などについて議論された。特に注目を引くの
は，北朝鮮と国交のある ASEAN 10カ国が北朝鮮の核実験とミサイル発射を糾弾
する共同言論声明を採択したことである。また，今回の特別首脳会議で，両者間
の FTAの中で唯一未署名であった投資協定に署名した。
9月25日にアメリカのピッツバーグで開かれた G20首脳会議（G20サミット）で，

韓国が2010年11月の首脳会議開催国に選ばれた。G20サミットが新興国で開催さ
れるのは初めてである。韓国が国際社会をリードする役割となり，国家としての
地位を高める機会を与えられたことは，韓国外交史に残る歴史的な出来事と評価
される。11月25日には OECDの傘下機構である開発援助委員会（DAC）にも加盟
した。「受ける国」から「与える国」となった韓国が，国際社会で果たすべき責
任と課題は大きい。 （二階）

2010年の課題
国内政治においては，世宗市問題や 4大江整備事業などの与野党対立案件の行

方が一大焦点となろう。特に，世宗市問題は与党内対立に直結しているため，今
後の動きが注目される。政権支持率の動きも注目される。2010年は李大統領の執
権 3年目に当たり，同年の支持率如何によって政権後半期における国政運営の安
定性が左右されるからである。
経済においては，本格的な回復の年となろう。先進国の景気は緩やかに回復し，

その恩恵が韓国経済にも及ぶと見られる。韓国銀行は GDP成長率を4.6％と展望
する。ただし，いくつかの不安要素もある。経済回復を雇用回復にどうつなげる
か，膨れ上がった家計債務をどう扱うか，ウォン安消尽後の成長ビジョンをどう
描くか，いわゆる「出口戦略」を，副作用を最小化しつつどう展開するか，など
である。日本，アメリカ，中国との FTAをどうするかも焦点となろう。
対北朝鮮政策では，李大統領が掲げたグランド・バーゲンに基づき対話を本格
的に進めていくであろう。2010年の 3大国政運営の一つにグローバル外交を掲げ
ているが，11月に開催される G20サミット開催国としての活躍を始めとする国際
舞台への台頭が注目される。日韓関係では大きな外交の変化は見られないが，日韓
併合100周年にあたるため，竹島（独島）問題などが浮上する恐れもある。韓米関
係では，アフガニスタンへの軍隊派遣などを通じて同盟を強化していくであろう。

（奥田：地域研究センター主任調査研究員）
（二階：図書館資料整理課課長）



59

1 月 1 日 ▼李明博大統領，新年の辞において，
「2009年の政府は非常経済政府体制とする」
と発言。
6 日 ▼ 政府， 4大江（漢江，洛東江，錦江，

栄山江）整備事業をはじめとする「グリー
ン・ニューディール事業」の内容を確定。
9 日 ▼金融通貨委員会，基準金利を 3％か

ら2.5％に引き下げ。

▼上海汽車，ソウル中央地裁に双竜自動車
の法定管理を申請。
20日 ▼ソウル・竜山地区の再開発に反対し
て籠城した住民，警官隊と衝突。双方の 6人
死亡。

▼銀行債権団，建設・造船の構造調整対象
企業選定第 1次作業の結果，大洲建設と C

＆重工業の清算を決定。
22日 ▼ 検察，「政府が金融機関・企業のド
ル買いを禁止した」などの虚偽事実流布容疑
で，「ミネルバ」のハンドルネームの31歳の
無職の男を起訴。
2 月10日 ▼企画財政部，景気の急速な後退に
鑑み，2009年経済成長率を従来の 3％からマ
イナス 2％へと下方修正。
12日 ▼李大統領，企画財政部長官に尹増鉉
元金融監督委員長，統一部長官に玄仁沢高麗
大教授，国家情報院長に元世勲行政安全部長
官を任命。

▼金融通貨委員会，基準金利を 2％に引き
下げ。

▼政府，年内に満期を迎える中小・自営業
者の債務保証34兆㌆について，保証期間を一
律に延長することを決める。
19日 ▼ソウル中央地裁，大手紙への広告中
断を求めて広告主を脅迫した業務妨害の罪で，
市民団体所属の被告24人の全員に有罪を宣告。
20日 ▼李大統領，ハンナラ党の李達坤議員

を行政安全部長官に任命。
26日 ▼ イギリスの『エコノミスト』誌，

「ドミノ理論」題下の記事で，「韓国の外貨準
備高に対する短期対外債務の比率が102％を
超える」と指摘。
3 月 2 日 ▼ 与野党，「メディア発展国民委員
会」の設置に合意。

▼李大統領，ニュージーランド，オースト
ラリア，インドネシアを歴訪（～ 8日）。
9 日 ▼ 韓米合同軍事演習「キーリゾルブ」，

実施される（～20日）。
23日 ▼政府，総額28.9兆㌆の2009年度追加
更正予算案を決定。総予算規模 2兆㌆，雇用
総数約40万人の「希望勤労プロジェクト」な
どが柱。
27日 ▼銀行債権団，建設・造船の構造調整
対象企業選定第 2次作業の結果， 5社の破た
ん処理を決定。
30日 ▼現代峨山社員，北朝鮮の体制を非難
したとの理由で抑留される。
4 月 2 日 ▼李大統領，オバマ米大統領とロン
ドンで初の会談。
7 日 ▼検察，不正資金疑惑と関連して，鄭

相文元大統領府総務秘書官を逮捕。

▼盧武鉉前大統領，不正資金疑惑と関連し
て，自身のホームページで，権良淑夫人が泰光
実業の朴淵次前会長から金銭を受け取り，
使ったことを認め，これに対する謝罪文を発
表。
9 日 ▼政府，30億㌦の外貨建て債券発行に

成功。
21日 ▼南北当局者間の開城接触，開城で開
催。北朝鮮，開城工業団地の賃金や土地使用
など韓国側に与えていた全ての特恵措置の再
検討を要求。
22日 ▼ 韓米 FTA批准案，国会外交通商統

重要日誌 韓　　国　2009年
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一委を通過。
▼ソウル中央地裁，虚偽事実流布で起訴さ

れた，ハンドルネーム「ミネルバ」を名乗る
31歳の男に無罪を宣告。
26日 ▼検察，不正資金疑惑と関連して盧前
大統領の出頭を要請。
29日 ▼国会再・補欠選挙が実施される。ハ

ンナラ党，議席獲得に失敗。
30日 ▼検察，不正資金疑惑と関連して盧前
大統領を調査。
5 月 1 日 ▼政府，1999年以前登録の老朽車を
新車に買い換えた場合の取得・登録税70％免
除を開始（年末まで）。

▼知識経済部，「造船産業の構造改革と競
争力強化策」を確定。総支援規模は 9兆5000
億㌆。
10日 ▼李大統領，ウズベキスタンとカザフ
スタンを歴訪（～14日）。
15日 ▼北朝鮮，開城工業団地の関連法規と
契約の無効を一方的に宣言。
23日 ▼盧前大統領，自宅裏山から投身し，
死亡。
26日 ▼ 政府，大量破壊兵器拡散防止構想

（PSI）への全面参加を宣言。
29日 ▼盧前大統領の国民葬，執り行われる。
6 月 1 日 ▼ 韓国・ASEAN特別首脳会議，済
州島で開催（～ 2日）。
3 日 ▼林采珍検察総長，盧前大統領死去の

責任を負い，辞表を提出。
8 日 ▼政府， 4大江整備事業のマスタープ

ランを発表。整備事業の本事業費規模は約17
兆㌆。

▼開城工業団地入居企業，注文減少と身辺
安全の問題で撤退を決定。
9 日 ▼検察，アメリカ産牛肉についての狂

牛病（牛海綿状脳症，BSE）の危険性を歪曲し
て報道した疑いでMBCテレビの報道番組

『PD手帳』の制作陣 6人のうち 4人を起訴
すると発表。
11日 ▼第 1 回南北間開城実務会談，開城で
開催される。北朝鮮，北朝鮮労働者の賃金を
これまでの 4倍となる月300㌦，土地賃借料
をこれまでの約30倍の 5億㌦に引き上げるよ
う要求。
12日 ▼検察，盧前大統領をめぐる不正資金
疑惑の捜査結果を発表。朴淵次・泰光実業前
会長の政官界ロビーと関連して合計21人を起
訴。盧前大統領の不正資金授受については
「公訴権なし」と決定。
16日 ▼ 李大統領，オバマ米大統領と会談

（ワシントン）。
19日 ▼第 2 回南北間開城実務会談，開城で
開催。
22日 ▼李大統領，大統領府首席秘書官会議
で，「社会全体が健康になるには中道が強化
されなければならない」と発言。
23日 ▼韓国銀行， 5万㌆券の発行を開始。
7 月 1 日 ▼非正規職法，施行。非正規雇用は
2年に制限。
2 日 ▼第 3 回南北間開城実務会談，開城で

開催。
7 日 ▼ 大統領府など国内主要機関のイン

ターネットサイト，何者かにハッキングされ
る。
8 日 ▼現代自動車，世界初の LPガス・ハ

イブリッド車のアバンテ LPiハイブリッドを
発売。
16日 ▼李大統領，国税庁長に白容鎬公正取
引委員会委員長を任命。
22日 ▼ 国会，メディア 3法（新聞法，イン
ターネットマルチメディア放送事業法，放送
法）を強行採決のうえ可決。
30日 ▼ 教育科学技術部，「就業後償還学資
金貸出制度」を発表。
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8 月 6 日 ▼双竜自動車労使，ストライキ突入
76日後に交渉妥結。
10日 ▼玄貞恩現代グループ会長，北朝鮮を
訪問（～17日）。
13日 ▼ 3 月30日に北朝鮮に抑留された現代

峨山社員，釈放される。
15日 ▼李大統領，光復節の慶祝辞で国政運
営における「中道・実用」路線を強調。
16日 ▼玄貞恩現代グループ会長，北朝鮮の
金正日総書記と会談。金剛山などの北朝鮮観
光の再開と離散家族再会などに合意。
18日 ▼金大中元大統領，肺炎により死亡。
20日 ▼李大統領，検察総長に金畯圭前大田
高検検事長を任命。
23日 ▼金大中元大統領の葬儀，国葬として
執り行われる。
25日 ▼ 韓国初の宇宙ロケット「羅老号」，
軌道進入に失敗。
27日 ▼ 国土海洋部，「庶民住居安定のため
のマイホーム供給拡大および供給体系改編方
案」を発表。
9 月 1 日 ▼京義線，陸路通行が正常化。
2 日 ▼フィッチ・レーティングス，韓国の

外貨建て債券格付けを「A＋」に据え置き，
格付け見通しを「弱含み」から「安定的」に
上方修正。
8 日 ▼朴 太ハンナラ党代表，10月再・補

欠選挙出馬に伴い，辞任。後任に鄭夢準ハン
ナラ党最高顧問が就任。
16日 ▼ソウル中央地裁，朴淵次被告による
政官界ロビー工作に対し，懲役 3年 6カ月を
宣告。
17日 ▼政府，庶民向けのマイクロクレジッ
トを専門に担当する新機関の設立を決定。30
日，小額庶民金融財団を「美少金融中央財
団」に改称。
21日 ▼李大統領，アメリカの外交問題評議

会，コリア・ソサエティー，アジア・ソサエ
ティー共催の懇談会の演説で，北朝鮮核問題
に関するグランド・バーゲンを提議。
23日 ▼李大統領，国連総会の演説でグラン

ド・バーゲンを提議。

▼李大統領，鳩山首相と初の会談（ニュー
ヨーク）。
24日 ▼ソウル高裁，農協による世宗証券買
収と関連した不正資金の授受事件に対して，
盧前大統領の実兄である盧建平被告に懲役 2
年 6カ月を宣告。
25日 ▼ G20サミットで，韓国が2010年11月
の会議開催国に決定。
29日 ▼李大統領，鄭雲燦前ソウル大総長を

首相に任命。
▼市場調査会社の DRAMエクスチェンジ，

DRAM主要製品「DDR2－1GB」の価格が
2.06㌦を記録したと発表。リーマン・ショッ
ク以前の水準を回復。
30日 ▼李大統領，国防部など 5部署の閣僚
を交代。空席の特任長官にはハンナラ党の朱
豪英議員を任命。
10月 9 日 ▼日韓首脳会談，ソウルで開催。
15日 ▼韓国と EU，韓 EU FTAに仮署名す
る。

▼世論調査会社のリアルメーター，李政権
への支持率は43.9％と発表。
17日 ▼女子フィギュアスケートのキム・ヨ
ナ選手，史上最高得点の210.03点でグランプ
リシリーズ第 1戦に優勝。
20日 ▼韓国トヨタ，韓国市場での発売に先

駆け，ハイブリッド車プリウスなど 4車種を
発表。
23日 ▼朴槿恵元ハンナラ党代表，世宗市へ
の政府機関移転と関連して，原案プラスアル
ファでの実施を主張。
26日 ▼ 日中韓 3国，日中韓 FTAに関して
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開催されている民間研究を産官学研究に格上
げし，初回会議を2010年上半期に開催するこ
とで合意。
27日 ▼韓国銀行，10月の消費者心理指数が
7年半ぶりの最高値である117ポイントに達
したと発表。
28日 ▼国会の再・補欠選挙が実施される。
民主党が 5議席中 3議席を獲得。
29日 ▼憲法裁判所， 7月のメディア 3法の
国会通過を有効と判断。
30日 ▼サムスン電子，第 3四半期の営業利
益は史上最高の4.23兆㌆であったと発表。
11月 6 日 ▼ 国会，韓印包括的経済連携協定
（CEPA）批准同意案を可決。発効は2010年 1
月 1 日。
11日 ▼検察，ディーゼルハイブリッドカー
技術などを親会社の上海汽車に違法に漏えい
させた疑いで，双竜自動車総合技術研究所長
ら研究員 7人を在宅起訴。
14日 ▼釜山の室内射撃場で火災。日本人10
人，韓国人 5人が死亡。
18日 ▼韓国取引所と韓国上場会社協議会，
上場企業570社の第 3四半期業績を発表。営
業利益は19.27兆㌆，前年同期比33％増，と
発表。
19日 ▼韓米首脳会談，ソウルで開催。李大
統領，オバマ米大統領との共同会見で「FTA
進展のため協力していく。自動車が米国で問
題になっているなら，再び話し合う姿勢はで
きている」と発言。
25日 ▼韓国，OECD開発援助委員会（DAC）
に加盟。

▼韓銀， 9月末現在の家計負債残高が過去
最高の712兆8000億㌆に達したと発表。
27日 ▼李大統領「世宗市への政府機関移転
計画を修正する」と発言。

▼現代自動車，日本での乗用車販売から撤

退。
12月 8 日 ▼国防部，アフガニスタンの再建・
復旧支援のため派遣される地方再建チーム
（PRT）を警護するため，約320人の兵力を派
遣することを決定。
9 日 ▼統計庁，韓国人の期待寿命は80.1歳

と発表。
10日 ▼ 政府，「2010年経済運用方向」を発
表。雇用の創出と今後の成長基盤を拡充させ
ることに重点を置き，2010年の経済成長率を
5％と展望。
17日 ▼ソウル中央地裁，双竜自動車の再建

計画案を承認。
18日 ▼検察，韓明淑元首相を在任中の収賄
容疑で逮捕。
21日 ▼ 日韓 EPA交渉再開のための第 4回
実務協議，開催される。
23日 ▼ 知識経済部，サムスン電子と LG

ディスプレーによる液晶パネルの対中投資を
条件付き認可する方針を表明。

▼社会統合委員会，大統領直属組織として
発足。
27日 ▼韓国電力，アラブ首長国連邦の原子
力発電所建設を受注。受注金額は約400億㌦。
28日 ▼日中韓 3カ国と ASEAN 10カ国，資
金規模1200億㌦の共同基金を2010年 3 月24日
に発足させると発表。
29日 ▼政府，李健煕サムスングループ前会
長の特別赦免を決定。
30日 ▼錦湖グループと債権団，構造調整計
画に合意。

▼ソウル外為市場，100円＝1264.66㌆で取
引を終える。
31日 ▼ 国会，総額292.8兆㌆の2010年度予

算案を可決。
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　 1 　国家機構図

（出所）　大統領府ホームページ（http://www.president.go.kr）等から作成。

国会事務処

国会図書館

国会予算政策処

国会立法調査処

委　員　会 放送通信委員会 大統領室
( 一院制 )

国　会 大　統　領

国務総理

大　法　院 憲法裁判所

司法研修院

法院公務員教育院

法院図書館高等法院

中央選挙
管理委員会

国家安全保障会議 監　査　院

民主平和統一諮問会議 国家情報院

企画財政部 国　税　庁

教育科学技術部 関　税　庁

国民経済諮問会議

国家教育科学技術諮問会議

国務総理室

外交通商部 調　達　庁

統　一　部 統　計　庁特任長官

法　務　部 検　察　庁

国　防　部 兵　務　庁法　制　処

防衛事業庁国家報勳処

行政安全部 警　察　庁

消防防災庁公正取引委員会

文化体育観光部 文化財庁金融委員会

農林水産食品部 農村振興庁国民権益委員会

山　林　庁

知識経済部 中小企業庁

特　許　庁

保健福祉家族部 食品医薬品安全庁

環　境　部 気　象　庁

労　働　部

女　性　部

国土海洋部 海洋警察庁

行政中心複合都市建設庁

地方法院・支部

家庭法院

行政法院

特許法院
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　 2 　国家機関要人名簿（2009年12月31日現
在）

大統領 李明博

大統領直属機関
大統領室長 鄭正佶
監査院長 金滉植
国家情報院長 元世勲
放送通信委員会委員長 崔時仲
民主平和統一諮問会議首席副議長 李基沢

内閣
国務総理（首相） 鄭雲燦
企画財政部長官 尹増鉉
教育科学技術部長官 安秉萬
統一部長官 玄仁沢
外交通商部長官 柳明桓
法務部長官 李貴男
国防部長官 金泰栄
行政安全部長官 李達坤
文化体育観光部長官 柳仁村
農林水産食品部長官 張太平
知識経済部長官 崔炅煥
保健福祉家族部長官 全在姫
環境部長官 李萬儀
労働部長官 任太煕
女性部長官 白喜英
国土海洋部長官 鄭鍾煥

　国務総理直属機関
国務総理室長 権泰信
特任長官 朱豪英
法制処長 李石淵
国家報勲処長 金　揚
公正取引委員会委員長 鄭浩烈
金融委員会委員長 陳棟洙
国家権益委員会委員長 李在五

　国会
国会議長 金炯

　大法院
大法院長 李容勲

　憲法裁判所
憲法裁判所長 李康国

　中央選挙管理委員会
中央選挙管理委員会委員長 梁承泰

　軍
合同参謀議長 李相宜
陸軍参謀総長 韓民求
海軍参謀総長 丁玉根
空軍参謀総長 李啓勲
韓米連合司令部副司令官 黄義敦
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　 1　基礎統計
2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009

人 口（年央推計：1,000人） 47,859 48,039 48,138 48,297 48,456 48,607 48,747
経 済 活 動 人 口（1,000人） 22,957 23,417 23,743 23,978 24,216 24,347 24,394
消費者物価指数上昇率（％） 3.5 3.6 2.8 2.2 2.5 4.7 2.8
失 業 率（％）1） 3.6 3.7 3.7 3.5 3.2 3.2 3.6
為替レート（ 1ドル当たりウォン）2） 1,191.9 1,143.7 1,024.1 955.1 929.2 1,103.4 1,276.4
（注）　 1）求職期間 4週基準の数値。 2）終値の平均値。
（出所）　韓国統計庁ホームページ（http://www.kosis.kr/）。
　 2　支出項目別国内総生産（2005年固定価格） （単位：10億ウォン）

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009
最 終 消 費 支 出 554,345 559,925 585,441 615,348 646,907 657,393 665,746
民 間 443,396 444,890 465,431 487,439 512,095 516,808 518,058
政 府 110,810 115,041 120,010 127,909 134,807 140,488 147,428
総 固 定 資 本 形 成 239,977 245,030 249,690 258,199 269,080 264,627 262,255
建 設 投 資 153,889 155,945 155,365 156,185 158,427 155,103 159,892
設 備 投 資 72,804 75,554 79,566 86,077 94,070 92,194 83,947
在 庫 増 減 4,224 5,877 7,176 10,017 7,202 14,954 -23,943
財・サービスの輸出 263,281 315,259 339,757 378,375 426,071 450,499 446,041
財・サービスの輸入 263,152 294,059 316,378 352,088 393,207 407,587 371,046
統 計 上 の 不 一 致 76 524 -445 198 91 -453 206
国 内 総 生 産 795,558 832,305 865,241 910,049 956,515 977,787 979,508
GDP 成長率（％） 2.8 4.6 4.0 5.2 5.1 2.2 0.2
（出所）　表 1に同じ。
　 3　産業別国内総生産（実質：2005年固定価格） （単位：10億ウォン）

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009
農 業 ・ 林 業 ・ 漁 業 23,387 25,512 25,853 26,240 27,294 28,787 29,257
鉱 業 2,009 2,002 1,993 1,992 1,910 1,935 1,913
製 造 業 182,940 201,171 213,646 230,893 247,408 255,019 250,458
電気・ガス・水道業 15,342 16,394 17,612 18,333 19,026 19,997 21,143
建 設 業 58,245 59,438 59,285 60,564 62,135 60,660 61,822
卸売・小売・飲食宿泊業 80,816 80,749 82,470 85,793 90,291 91,488 90,836
運 輸 ・ 保 管 業 32,329 34,379 35,292 37,083 39,137 40,506 38,898
金 融 ・ 保 険 業 50,600 50,524 53,395 55,612 61,614 64,136 66,618
不 動 産 ・ 賃 貸 業 60,060 61,160 63,215 64,604 65,525 66,395 66,571
公 共 行 政 ・ 国 防 45,823 46,897 48,201 50,521 52,184 53,135 55,095
教 育 サ ー ビ ス 業 44,161 45,470 46,502 48,533 49,971 51,089 51,593
保 健 ・ 社 会 福 祉 25,271 26,789 28,558 30,389 32,906 34,650 37,618
情 報 通 信 業 31,884 33,991 36,256 38,239 39,665 40,831 41,394
事 業 サ ー ビ ス 36,319 37,115 37,893 39,721 41,800 42,838 41,825
国 内 総 生 産（GDP） 795,558 832,305 865,241 910,049 956,515 977,787 979,508
（出所）　表 1に同じ。
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　 4　国（地域）別貿易 （単位：100万ドル）
2006 2007 2008 2009

輸出 輸入 収支 輸出 輸入 収支 輸出 輸入 収支 輸出 輸入 収支
中 国 69,459 48,557 20,903 81,985 63,028 18,957 91,389 76,930 14,459 77,599 48,938 28,662
E U 49,240 30,168 19,072 55,982 36,824 19,158 58,375 39,981 18,394 42,003 29,003 13,000
日 本 26,534 51,926 -25,392 26,370 56,250 -29,880 28,252 60,956 -32,704 19,705 44,271 -24,567
ア メ リ カ 43,184 33,654 9,529 45,766 37,219 8,547 46,377 38,365 8,012 34,292 26,132 8,160
A S E A N 32,066 29,743 2,323 38,749 33,110 5,639 49,283 40,917 8,365 36,886 30,860 6,025
サウジアラビア 2,978 20,552 -17,574 4,026 21,164 -17,138 5,253 33,781 -28,528 3,502 17,548 -14,046
ド イ ツ 10,056 11,365 -1,308 11,543 13,534 -1,992 10,523 14,769 -4,246 7,367 10,980 -3,613
台 湾 12,996 9,288 3,708 13,027 9,967 3,061 11,462 10,643 819 8,357 8,977 -620
香 港 18,979 2,101 16,878 18,654 2,142 16,512 19,772 2,223 17,549 17,732 1,358 16,374
シンガポール 9,489 5,887 3,603 11,949 6,860 5,090 16,293 8,362 7,931 12,406 7,165 5,241
対 世 界 325,465 309,383 16,082 371,489 356,846 14,643 422,007 435,275 -13,267 327,524 290,164 37,360
（注）　受理日基準の数値。
（出所）　韓国関税庁ホームページ（http://www.customs.go.kr）

　 5　国際収支 （単位：100万ドル）
2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009

経 常 収 支 11,950 28,174 14,981 5,385 5,876 -5,776 42,668
商品及びサービス収支 14,528 29,523 19,025 8,944 8,400 -11,002 38,925
商 品 収 支 21,952 37,569 32,683 27,905 28,168 5,669 56,128
サ ー ビ ス 収 支 -7,424 -8,046 -13,658 -18,961 -19,768 -16,672 -17,203
所 得 収 支 326 1,083 -1,563 534 1,003 5,900 4,554
経 常 移 転 収 支 -2,905 -2,432 -2,482 -4,093 -3,527 -674 -811
資 本 収 支 13,909 7,498 4,757 17,972 7,128 -50,084 26,448
投 資 収 支 15,308 9,251 7,097 21,098 9,516 -50,193 25,261
直 接 投 資 100 4,487 2,011 -4,541 -13,836 -15,633 -9,066
海 外 直 接 投 資 -3,426 -4,759 -4,298 -8,127 -15,620 -18,943 -10,572
外国人直接投資 3,526 9,246 6,309 3,586 1,784 3,311 1,506

証 券 投 資 17,287 6,599 -3,518 -23,230 -26,058 -2,406 50,682
そ の 他 投 資 -2,699 -3,856 6,815 48,384 43,965 -17,385 -10,817
そ の 他 資 本 収 支 -1,398 -1,753 -2,340 -3,126 -2,388 109 1,187
外 貨 準 備 増（-）減 -25,849 -38,711 -19,806 -22,113 -15,128 56,446 -69,061
（出所）　表 1に同じ。

　 6　国家財政 （単位：10億ウォン）
2003 2004 2005 2006 2007 2008

総 収 入 171,945 178,760 191,446 209,573 243,633 250,713
総 支 出 ・ 純 融 資 164,303 173,538 187,946 205,928 209,810 238,834
う ち　 純 融 資 -2,509 1,398 3,024 5,746 7,107 5,480
統 合 財 政 収 支 7,642 5,222 3,501 3,646 33,823 11,880
補 填 財 源（国内） -1,484 -2,592 -718 -2,802 -33,018 -10,936
補 填 財 源（海外） -6,159 -2,630 -2,783 -844 -805 -943
（出所）　表 1に同じ。
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